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別 記 

 

第１ 結論 

本件措置請求を棄却する。 

 

第２ 請求の内容 

１ 措置請求人（以下「請求人」という。） 

   省 略 

 

 

 

 

２ 受付日 

   令和７年７月３０日 

 

３ 請求の要旨 

   別紙１「千葉県職員措置請求書」（以下「請求書」という。）のとおり。

ただし、添付の事実証明書は省略した。 

 

第３ 陳述の聴取及び監査の実施 

１ 請求の受理及び個別外部監査契約に基づく監査の要否 

（１）請求の受理 

本件措置請求について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下

「法」という。）第２４２条第１項及び第２項に定める要件に適合して

いるか審査を行い、令和７年８月１８日、本件措置請求を受理し、企業

局長に対して監査を行うことを決定した。 

（２）個別外部監査契約に基づく監査の要否 

請求人は、監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査を

求めているが、請求内容から判断して、監査委員による監査が相当であ

ると判断したため、個別外部監査契約に基づく監査は実施しないことと

した。 

 

２ 監査対象事項 

   請求書及び添付された事実証明書を総合すると、請求人は、令和６年  

１１月１日に千葉県企業局（以下「県」という。）が鎌ケ谷市（以下「市」
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という。）と締結した、鎌ケ谷市新鎌ケ谷二丁目９番７外５筆に関する県有

地（以下、１，９０４．８７㎡の区画を「区画１」といい、５５７．５４

㎡の区画を「区画２」といい、これらをあわせて「本件各土地」という。）

の譲渡契約（以下「本件譲渡契約」という。）について、本件各土地には譲

渡制限が設けられていたにもかかわらず、県が市による民間事業者への不

当な売却方法を追認した結果、公有地の民間事業者への売却原則がゆがめ

られたことにより、令和５年５月に県が民間事業者へ売却した近傍の土地

（鎌ケ谷市新鎌ケ谷一丁目１２番１外３筆、合計７，０８３．３０㎡の土

地を指す。以下「区画０」という。）の売却実績から見積もっても、県にとっ

て数億円から１０億円の譲渡利益が失われた旨主張するものと解される。 

したがって、請求人の主張に関する事務を所掌している千葉県企業局土

地管理部土地事業調整課（以下「土地事業調整課」という。）を監査対象

機関として、本件譲渡契約に基づき行われた、本件各土地の処分について、

請求人の主張する違法又は不当があるか監査した。 

 

３ 請求人の陳述の聴取 

法第２４２条第７項の規定により、請求人に証拠の提出及び陳述の機会

を設けたところ、令和７年８月２６日に請求人から陳述書が別紙２のとお

り提出された。 

同年９月３日、請求人から別紙２の陳述書に沿った陳述を聴取した。 

 

４ 執行機関による陳述の聴取 

令和７年８月２０日、本件措置請求に係る執行機関の陳述の内容を記載

した書面の提出を求めたところ、同年８月２８日、同日付け企土調第  

３４１号－１により、「住民監査請求に対する意見書」（以下「意見書」

という。）と題する書面が企業局長から別紙３のとおり提出された。 

同年９月３日、土地事業調整課副参事から別紙３の意見書のとおり陳述

を聴取した。 

 

５ 令和７年９月３日に実施した監査の概要 

令和７年９月３日、土地事業調整課に対して監査を行った。質疑応答の

概要は、以下のとおりである。 

（１）新鎌ケ谷駅前の県有地については、区画０は、県が直接公募型プロポー

ザルにより売却をした一方で、本件各土地については、それとは異なり、

市に任せるような形で処分を行っている。この背景や事情について、改

めて説明いただきたい。 

【土地事業調整課の回答】 

区画０は、平成２６年度に活用希望等の確認を行った際にも、市が南

北自由通路の設置を希望していた。加えて、令和元年度以降の市の要望
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は、自由通路及び複合施設の整備という具体的な内容であったことから、

市の要望を踏まえて、当局が公募型プロポーザルによる売却を行った。

これは、区画０の市の要望が具体的で、当該プロポーザルにおける審査

要件においても、具体的な基準を設けることができたためである。 

一方で、市は、本件各土地について、新鎌ケ谷駅周辺地区を躍動感と

魅力あふれる広域交流拠点とすることを目指し、同駅に近接する本件各

土地を活用して企業誘致を図り、税収及び昼間人口・就業人口の増加並

びに駅前周辺のにぎわいの創出等の実現を目的に、本件各土地に係る具

体的な事業計画である「新鎌ケ谷駅周辺土地利用計画」（以下「本件事業

計画」という。）を策定し、責任をもってまちづくりを行うとして、取得

意向を示していた。市の目指すまちづくりである企業の誘致とこれに伴

う税収の増加、昼間人口や就業人口の増加、駅前周辺のにぎわいの創出

は、公有地の活用として市主体で取り組む方が、市のよりよいまちづく

りができると考えたため、市に譲渡したものである。 

（２）本件各土地の分譲価格は２者の不動産鑑定士の評価額を基に算定して

いるとのことだが、具体的にどのように算定したのか。 

【土地事業調整課の回答】 

市への譲渡契約にあたっては、２者の不動産鑑定士から鑑定評価を受

け、その評価額等の平均値を基に分譲価格を算定した。 

（３）県から市への本件各土地の譲渡にあたっては、第三者である民間事業

者に土地を活用してもらうことを前提に話を進めていたものと思われる

が、本件譲渡契約第１３条において、あえて５年間の第三者への権利移

転等の制限を盛り込んだ理由は何か。 

【土地事業調整課の回答】 

千葉県企業局未造成土地等処分要綱（以下「処分要綱」という。）第

８条において、未造成土地等を処分する場合においては、局長が必要と

認める場合は、民法の規定により、当該処分の日の翌日から起算して５

年の期間を経過する日までを期間とする買戻しの特約を付するものとし、

当局は、適切な土地利用が図られなかった場合などに買戻しの権利を行

使できるとしている。 

本件譲渡契約は、市が自ら策定した計画を市が実現しようとするもの

で、その内容から、特別な理由がないのに、市が契約不履行に陥ること

は考えにくいため、過去の例にならい、市には買戻しの特約を付するこ

となく、５年間の制限のみを定めたものである。 

（４）県は、市が本件各土地を第三者へ譲渡することを承認したとのことだ

が、承認の際に何か条件を付したのか。 

【土地事業調整課の回答】 

県は、市から事業者への土地譲渡を承認するにあたり、令和７年３月

１４日付け企土調第７７５号において、土地利用計画及び承認依頼の添
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付書類に基づく土地利用を行うこと、並びに土地譲渡契約締結後、市と

事業者で締結した土地譲渡契約書の写しを提出するとともに、所有権移

転登記完了後、全部事項証明書の写しを提出することを条件とした。 

（５）請求人は、市が実施した区画１・２の公募型プロポーザルにおいて、

提案が１者のみであったことから、競争性に欠けている旨を主張してい

るが、公募期間はどの程度であったか。 

【土地事業調整課の回答】 

区画１・２について、公募期間は２か月半であった。 

なお、県が実施した区画０のプロポーザルにおいては、約２か月程度

の公募期間としていた。 

 

第４ 認定した事実 

執行機関に対して行った陳述の聴取、監査、職員調査等を総合し、以下

の事実を認定した。 

 

１ 本件各土地の所在及び概要 

所在地 面積（㎡） 地目  

鎌ケ谷市新鎌ケ谷二丁目９番７ ４５３．３１ 宅地 本件「区画１」 

鎌ケ谷市新鎌ケ谷二丁目９番８ １，２３１．４７ 宅地 

鎌ケ谷市新鎌ケ谷二丁目９番９ ２２０．０９ 宅地 

小計 １，９０４．８７  

鎌ケ谷市新鎌ケ谷二丁目１２番１５ １３６．３５ 宅地 本件「区画２」 

鎌ケ谷市新鎌ケ谷二丁目１２番１６ ４１８．２２ 宅地 

鎌ケ谷市新鎌ケ谷二丁目１２番１７ ２．９７ 宅地 

小計 ５５７．５４  

              合計 ２，４６２．４１   

 

２ 本件譲渡契約の内容について 

   令和６年１０月３０日付け企土調第４８１号により、売主を県（甲）、

買主を市（乙）として、本件各土地を市へ売却することを決定し、同年   

１１月１日付けで本件譲渡契約を締結した。 

   本件譲渡契約の主な内容は、以下のとおりである。 

      ・土地譲渡代金  ８０１，８３９，９００円 

   ・譲渡する土地  上記１の表に記載した各土地 

   ・代金納入期限  令和６年１１月２９日 

なお、本件譲渡契約には、下記の約定が定められている。 
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（権利の設定、移転の禁止） 

第１３条 乙は、本件土地の所有権移転前において本契約により取得する

権利を第三者に譲渡することはできないものとする。ただし、事前に甲

の承認を得た場合はこの限りではない。 

２ 乙は、本件土地の所有権が移転した日の翌日から起算して５年間は、

本件土地に関する所有権、地上権、質権、使用貸借による権利、賃借権、

その他の使用収益を目的とする権利及び第三者のための担保権を設定し

又は移転してはならない。ただし、事前に甲の承認を得た場合はこの限

りではない。この場合、甲は乙に必要な条件を付することができるもの

とする。 

３ 前項に規定する期間に関わらず、乙が第三者に本件土地に関する所有

権を移転する場合、乙から第三者に譲渡した価格が、甲から乙に譲渡し

た価格（以下「譲渡価格」という。）を上回ったときは、この上回った

金額に相当する額を甲に納入しなければならない。この場合の譲渡価格

とは、第３条の譲渡代金に乙が第三者に本件土地を譲渡するまでに要し

た経費（以下、「経過費用」という。）を加算した額とする。（以下、

略）。 

３ 企業局における資産の処分に係る根拠規定 

処分要綱においては、土地の処分方針として、企業局長は、未造成土地

等（千葉県企業局財務規程第７条に定める完成資産台帳における資産種別

が完成資産（中止）の土地をいう。）を処分するにあたっては、国、県及び

市町村に対して公共活用について照会を行い、希望があった場合は、国の

場合は分譲し、市町村の場合は譲与、県の場合は管理換えできるものとし

（第３条第１項）、照会を行った結果、希望がない土地は分譲するものとし

（同条第２項）、特別の理由がある土地については、企業局経営戦略会議（以

下「戦略会議」という。）に諮り、この要綱で定めるほか別に定めることが

できると規定している（同条第３項）。 

また、処分要綱第４条第１項において、未造成土地等の分譲は原則とし

て公募によるものとされているが、同項各号に掲げる例外のうち第３号に

おいては、未造成土地等の目的、用途、分譲時期等により、公募によるこ

とが困難又は不適当であると認められる場合には、公募によらずに分譲す

ることができる旨が規定されている。 

 

４ 企業局における資産の分譲価格の決定に係る根拠規定 

土地の分譲価格の決定については、千葉県企業局造成土地等分譲・貸付

基準（以下「分譲・貸付基準」という。）第４条第１項において、不動産鑑

定士による鑑定評価額を参考に、別に企業局長が定めるものとされ、また、

分譲価格決定基準３（１）では、分譲価格を決定する際に、原則として２
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者の不動産鑑定士に鑑定評価を行わせるものとされ、さらに、処分要綱第

５条第１項では、原則として２者の不動産鑑定士による鑑定評価額を平均

して算出し、それを基に企業局長が定めるものとされている。 

 

５ 本件各土地を市に譲渡した経緯 

（１）鎌ケ谷市からの要望について 

  県が新鎌ケ谷駅南側に所有する東京１０号線延伸新線跡地は３区画あ

り、このうち、最も大きい約７，０８０㎡の土地である区画０について、

市は、東武野田線、新京成線（現在の松戸線。以下同じ。）、北総線、成

田スカイアクセス線の鉄道４線が乗り入れる新鎌ケ谷駅に隣接する当該

土地の活用は、市のまちづくりに大きく影響するものと認識し、令和４

年６月、県に対して「東京１０号線延伸新線跡地の土地活用に関する要

望書」を提出し、県が土地を売却する際、「にぎわいの創出につながる施

設とすること」や「新鎌ケ谷駅南北自由通路及び駅西側に続く歩道の機

能確保」などを要望していた。これを受け、県が実施した公募型プロポー

ザルにより決定した事業者に対し令和５年５月に区画０が売却され、商

業棟と住宅棟のほか、駅の南北の往来を可能にする自由通路等の整備が

計画されている。 

残る２区画である新鎌ケ谷駅南側の東武野田線線路と市道４４号線

に挟まれた土地約１，９００㎡（本件区画１）、及び市道４４号線を挟み

区画１と対面し、新京成線の高架橋の南側に位置する土地約５６０㎡（本

件区画２）についても、市は、いずれも新鎌ケ谷駅周辺の一団の土地と

して、今後のまちづくりにおいて重要な土地であると認識していた。そ

のため、市は駅前にふさわしい土地活用を図るため、活用の方針を定め

た本件事業計画を令和６年９月に策定し、当該計画に基づく土地活用方

針を県に提示するとともに、県に対し、令和６年９月９日付け鎌都ま第

３９４号で本件各土地の取得について協議を行った。なお、当該計画で

は、市において公募型プロポーザルを実施することにより事業者を選定

することも含まれていた。 

（２）本件各土地の譲渡の決定について 

協議を受けた県は、市の意向を踏まえ、本件各土地は処分要綱第４条

第１項第３号に規定する「公募によることが困難又は不適当」と認めら

れる土地に該当すると判断し、処分要綱第３条第３項及び「千葉県企業

局未造成土地等処分要綱の事務取扱について」（以下「事務取扱」とい

う。）２（１）②に定める「その他の特別の理由のある土地」に該当す

るものとし、市を相手方とした随意契約による分譲について、戦略会議

に諮り、令和６年１０月３日付けで承認された。 

（３）本件各土地の譲渡金額について 

    前記処分要綱第５条第１項により、県は、不動産鑑定士Ａ及びＢの２
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者に対し、本件各土地の不動産鑑定評価を依頼し、前記分譲・貸付基準

第４条第１項、事務取扱５及び分譲価格決定基準３の規定により、２者

の不動産鑑定士による不動産鑑定評価額等の平均値を基準として算出し

た金額である８億１８３万９，９００円を本件各土地の譲渡金額として

決定し、本件譲渡契約に基づき、令和６年１１月１５日、市が代金を支

払ったことから、同日に所有権を移転した。 

 

６ 本件各土地の県から市への譲渡後の経緯 

（１）本件譲渡契約第１３条第２項に基づく県の承認について 

    本件各土地の譲渡を受けた市が、令和６年１１月に実施した新鎌ケ谷

駅周辺地区市有地活用に係る公募型プロポーザルの結果、１事業者から

提案があり、当該提案について、令和７年２月１０日、市が設置した「新

鎌ケ谷駅周辺地区市有地活用の売却等に係る優先交渉権者選定委員会」

において審査が行われ、京成電鉄株式会社及び日本コープ共済生活協同

組合連合会による共同企業体（以下「本件事業者」という。）が事業予定

者として決定された。 

市は、本件各土地を譲渡する相手方が、本件事業者に決定したことを

受けて、本件譲渡契約第１３条第２項の規定に基づき、令和７年３月 

１１日付け鎌都ま第６３８号により、本件各土地の所有権の移転につい

て県の承認を求めた。 

県は、同月１４日付け企土調第７７５号で、次の条件を付した上でこ

れを承認した。 

ア 土地利用計画及び承認依頼の添付書類に基づく土地利用を行うこと。 

イ 土地譲渡契約を締結した後、土地譲渡契約書の写しを提出するとと

もに、所有権移転登記完了後、全部事項証明書の写しを提出すること。 

（２）本件譲渡契約第１３条第３項に基づく譲渡利益について 

前記第４の２のとおり、本件譲渡契約においては、市が第三者に本件

各土地に関する所有権を移転する場合、市から第三者への譲渡価格が、

県から市への譲渡価格を上回ったときは、この上回った金額に相当する

額を県に納入しなければならない旨が規定されていた。 

また、市が実施した公募型プロポーザルの募集要項では、事業者によ

る土地の取得方法として、譲渡又は事業用定期借地による貸付が想定さ

れていたところ、譲渡の場合の最低提案価格は、県から市への譲渡価格

と同額であった。そして、本件事業者の提案内容は、区画１及び区画２

のいずれも市から土地の譲渡を受けるものであり、その譲渡価格は市が

提示した最低価格と同額であったため、本件譲渡契約第１３条第３項に

基づく譲渡利益は発生しなかった。 
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第５ 判断 

１ 本件各土地の売却処分について 

（１）本件各土地の譲渡決定について 

本件各土地については、前記第４の５（１）のとおり市が責任をもっ

てまちづくりを行うとして具体的な土地利用計画を策定し取得を要望し

ていたところ、県は、第３の５（１）及び別紙３の意見書の第２の２の

とおり、市の意向を尊重し、処分要綱第３条第３項に定める「特別の理

由がある土地」として、第４条第１項第３号に該当するものとして、同

条第４項により、地方公営企業法施行令第２１条の１３第１項第２号に

基づく随意契約により譲渡することを戦略会議に諮った上で決定したも

のである。 

このように、本件各土地の譲渡については、市が推進するまちづくり

の方針に最も合致する土地利用を市自らが実現していくことが望まし

いとの判断により、処分要綱等の関係規定に則り決定されたものであり、

県有地の処分手続として、特段違法又は不当となるような事情は見当た

らない。 

また、その譲渡金額についても、公有地売却の対価については契約締

結権を有する団体の長の合理的な裁量判断に委ねられているものと解

されている（高松高裁平成２８年（行コ）第２号平成２９年３月１６日

判決参照）ところ、前記第４の５（３）のとおり、本件各土地の譲渡額

は処分要綱等に基づき２者の不動産鑑定士による鑑定評価額等の平均

値を基準として決定しており、県有地の売却金額として違法又は不当と

なるような点は見当たらない。 

（２）本件譲渡契約第１３条第２項による承認について 

請求人は、県が市から本件事業者への本件各土地の譲渡を認めたこと

で結果として公有地の不当な売却処分が行われた旨を主張する。 

そこで、本件譲渡契約第１３条第２項による県の承認（令和７年３月

１４日付け企土調第７７５号。以下「本件承認」という。）の適否につい

て検討すると、別紙３の意見書の第４の３のとおり、県は、市が実施し

た公募型プロポーザルにおいて、新鎌ケ谷駅周辺のにぎわいの創出等に

資する土地活用等の視点による審査の結果として本件事業者が選定され

たこと、また、市と本件事業者間で締結する土地売買契約において市が

長期的に土地利用に関与できるような規定が盛り込まれていることから、

土地活用の実効性が担保されているものと評価した上で、前記第４の６

（１）のとおり、本件事業計画等に基づく土地利用を行うこと等の条件

を付して本件承認を行っている。 

そうすると、本件承認は、前記（１）で述べたとおりの本件各土地の

処分方針の趣旨に沿ってなされたものということができ、その他、違法
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又は不当となるような事情も見受けられない。 

（３）その他 

請求人は、本件各土地の売却によって、県が数億円から１０億円の譲

渡利益を得られたはずである旨を主張する。 

しかし、前記第４の６（１）及び（２）のとおり、譲渡利益が発生し

なかったのは、市が実施した公募型プロポーザルに応募した本件事業者

の提案内容が、本件各土地の譲渡を受けるものであったこと、さらにそ

の譲渡価格が、市が設定した最低提案価格と同額であったことによるも

のであり、県の財務会計行為に起因するものではない。 

したがって、市が県から本件各土地を購入し、直後に事業者に売却す

る一連の譲渡行為により、県は譲渡利益を失ったという請求人の主張は

当たらない。 

（４）まとめ 

以上のとおり、本件譲渡契約による本件各土地の売却処分については、

違法又は不当なものとは認められない。 

 

２ その他 

請求人は、そのほか、令和７年９月３日に行った陳述において、本件各

土地の売却をめぐる県と市の協議内容が不開示とされその経緯が不透明

なものとなり不信感を抱いたこと、別紙２の陳述書のとおり、市による本

件各土地の売却について、市と本件事業者との関係が一線を越えており本

件事業者への売却を前提とした公募が行われた疑いがあること、土地譲渡

契約において市が本件事業者に対して責任を負わない形になっているこ

と、財政状況のひっ迫により市が本件事業計画において税収確保を優先し、

駅前の空間デザインを軽視したこと等を主張する。 

しかしながら、これらの主張は、いずれも県の財務会計行為の違法又は

不当に係る可否の判断には関係がない。 

その他、本件譲渡契約による本件各土地の売却処分について、県の財務

会計行為として違法性又は不当性をうかがわせる事情は認められない。 

３ 結論 

以上のとおり、本件措置請求には理由がないから、上記「第１ 結論」

のとおり決定する。 


